




























モデル（以下 ｢Basu モデル｣ と呼ぶ）を用いて会計利益の保守性を捕捉する。
（1）	 Becker	 et	 al.［1998］，Francis	 et	 al.［1999］，Nelson	 et	 al.［2002］および矢澤［2010］は，大規模監査事
務所のクライアントにおける裁量的発生高の水準が有意に低いことを発見し，大規模監査人による監査が
経営者による裁量的会計行動に対し抑制的であることを指摘した。

























































































明らかにし，Big	 N のほうがNon	 Big	 N よりも保守的な会計処理を要求する可能性を指
































以外のBig	 N のクライアントと比較して，Big	 N へ監査人を交代したAAのクライアン
トのほうがAA解散後，バッド・ニュースに対する会計利益の適時性が高いこと，すな
わち会計利益の保守性が高いことを明らかにした。


























みすずやNon	 Big	 3より高いか否か，すなわち後任としてBig	 3を選任した中央青山のク
ライアントのほうが利益の保守性が高いか否かを検証する。第２段階は，みすずの解散後
（以下 ｢Phase	 2｣ と呼ぶ）である。みすずのクライアントは，みすずの解散後，Big	 3か
Non	 Big	 3と新たに契約（共同監査を除く）をしなければならなかった。そこで，この段
階において，Big	3の監査の質はNon	Big	3より高いか否か，すなわち後任にBig	3を選任


























本稿ではさらに，Basu モデルを拡張した下記のModel	 2およびModel	 3を設定する。
モデルの変数Bit と NBit は監査人の規模に関するダミー変数（Bit：後任の監査人がBig	 3
ならば１，それ以外ならば０，NBit：後任の監査人がNon	 Big	 3ならば１，それ以外なら
ば０）である。なお，Eit，Rit およびDRit は Model	1と同じである。
Eit ＝	α0＋α1	DRit ＋β0	Rit ＋β1	DRit ×Rit ＋β2	Bit ＋β3	Bit ×DRit ＋β4	Bit ×Rit ＋β5	Bit




Model	2において，係数β5（Bit × DRit × Rit）の符号が正で統計的に有意な値であれば，
中央青山の破綻後，Big	 3を選任したクライアントはみすずに残ったクライアントよりも
保守主義の程度が高かったことが示唆される。また，係数β9（NBit × DRit × Rit）の符号
が正で統計的に有意な値であれば，中央青山の破綻後，Non	 Big	 3を選任したクライアン
トはみすずに残ったクライアントよりも保守主義の程度が高かったことが示唆される。
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図表２　サンプル内訳
東証１部 東証２部 マザーズ 合計
初期サンプル 239 53 4 296
Phase	1 129 30 1 160
みすず 66 17 0 83
Big	3 31 9 0 40
Non	Big	3 32 4 1 37
Phase	2 63 17 0 80
Big	3 50 14 0 64








変数 E DR R B NB E DR R B
平均値 0.044 0.475 0.028 0.25 0.231 0.044 0.875 −0.209 0.80
中央値 0.045 0 0.007 0 0 0.048 1 −0.208 1
標準偏差 0.045 0.501 0.231 0.434 0.423 0.066 0.333 0.210 0.403
最小値 −0.202 0 −0.422 0 0 −0.176 0 −0.622 0
最大値 0.176 1 0.910 1 1 0.383 1 0.498 1
図表４　相関係数 Phase 1（N：160）　Phase 2（N：80）





























変数 中央青山 Full Big	3 Non	Big	3 みすず
定数項 α0 0.031 0.046 0.047 0.051 0.048
（3.100）*** （9.971）*** （4.936）*** （6.825）*** （7.488）***
DR α1 0.006 −0.015 0.025 −0.001 −0.040
（0.309） （−1.480） （2.127）** （−0.037） （−2.768）***
R β0 0.096 0.041 0.029 0.057 0.001
（2.478）** （2.037）** （0.755） （2.281）** （0.028）
DR× R β1 −0.084 −0.047 0.102 0.051 −0.086
（−1.400） （−0.801） （2.108）** （0.461） （−1.135）
Obs. 160 160 40 37 83





変数 Full Big	3 Non	Big	3 Full Big	3
定数項 α0 0.133 0.151 0.092 0.049 0.062
（2.076）** （1.656） （3.337）*** （2.097）** （1.822）*
DR α1 −0.075 −0.093 −0.039 0.008 −0.006
（−1.152） （−1.007） （−1.209） （0.205） （−0.121）
R β0 −0.233 −0.278 −0.096 −0.227 −0.256
（−1.169） （−1.064） （−0.967） （−1.155） （−1.176）
DR× R β1 0.310 0.356 0.148 0.591 0.653
（1.520） （1.342） （1.265） （2.619）** （2.651）**
Obs. 80 64 16 80 64













Model	2 Model	3 Model	3 Model	3
変数 係数（t値） 係数（t値） 係数（t値） 係数（t値）
定数項 α0 0.048（7.381）*** 0.046（8.662）*** 0.092（3.656）*** 0.017（1.410）
DR α1 −0.040（−2.728）*** −0.032（−2.568）** −0.039（−1.325） −0.003（−0.045）
R β0 0.001（0.028） 0.043（1.904）* −0.096（−1.060） 0.111（0.287）
DR× R β1 −0.086（−1.119） −0.102（−1.494） 0.148（1.386） −0.042（−0.095）
B β2 −0.0004（−0.031） 0.001（0.090） 0.059（0.614） 0.045（1.227）
B× DR β3 0.065（3.477）*** 0.057（3.370）*** −0.055（−0.551） −0.003（−0.039）
B× R β4 0.028（0.620） −0.014（−0.315） −0.181（−0.644） −0.368（−0.821）
B× DR× R β5 0.188（2.081）** 0.204（2.462）** 0.208（0.715） 0.695（1.360）
NB β6 0.003（0.335）
NB× DR β7 0.039（1.595）
NB× R β8 0.056（1.594）
NB× DR× R β9 0.137（1.027）
Obs. 160 160 80 80
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〔抄　録〕
本研究の目的は，強制的な監査事務所の交代後における監査の質と監査人の規模との関
係を検証することである。本稿では，質の高い監査を，経営者による機会主義的な発生高
の報告を抑制し，保守的な利益を報告するよう経営者を説得することを通して会計情報の
信頼性を高めるものと定義し，Basu［1997］で提示された保守主義定量化モデルを用い
て会計利益の保守性の観点から検証を試みた。
検証の結果，中央青山の破綻による監査人の交代（Phase	 1）においては，後任にBig	 3
を選任した中央青山のクライアントは，みすずやNon	Big	3を選任したクライアントより
もバッド・ニュース（経済的損失）に対する会計利益の適時性が高いこと，すなわち会計
利益が保守的であることが明らかとなった。このことから，強制的な監査人の交代後，
Big	 3の監査人ほど質の高い監査を行う可能性が高く，監査人の規模が交代後の監査の質
に影響を与える可能性が含意された。一方，みすずの解散による監査人の交代（Phase	2）
においては，監査人の規模が交代後の監査の質に影響を与えるとする分析結果は得られな
かったが，交代後，会計利益の保守性が高まる可能性が示唆された。
